
旅客流動を考慮した多地域応用一般均衡モデルに関する一考察∗

A SPATIAL COMPUTABLE GENERAL EQUIILIBRIUM MODEL WITH HUMAN FLOW
∗

松島格也∗∗・金広文∗∗∗・Bui Trinh∗∗∗∗・小林潔司∗∗∗∗∗

by Kakuya MATSUSHIMA∗∗, Kwangmoon KIM∗∗∗, Trinh BUI∗∗∗∗ and Kiyoshi KOBAYASHI∗∗∗∗∗

1. はじめに

これまで応用一般均衡モデルに関する研究が多く
蓄積されてきた1)−10)．応用一般均衡モデルを用いて
交通施設の便益評価を行うためには，旅客流動を明
示的に考慮する必要がある．土木計画学の分野にお
いて旅客流動を考慮した多地域一般均衡モデルに関
しては，小池等11)に始まる一連の研究がある．しか
し，これらの一連の研究においては，トリップ費用を
一般化費用の概念を用いて定義しているため，SNA

体系との整合性がない．本研究では，家計の労働投
入とトリップ消費を共に本源的資源である時間の単
位で計測することにより，SNA体系と整合的な旅客
流動を考慮した多地域一般均衡モデルを提案する．

2. モデルの基本的構造

(1) 前提条件

S 地域 I 部門の多地域一般均衡モデルを定式化す
る．ここに，s ∈ S は各地域を，i ∈ I は財の種類
を，k ∈ K は投入要素の種類を表す．各地域毎に，
全産業毎に１社ずつの企業，および代表的世帯が立
地している．各企業は，中間投入財と労働，資本，旅
客トリップを生産要素として，規模に関する収穫一
定の技術により生産を行う．簡単化のため，企業の
生産に用いられる旅客トリップのみを考慮し，レク
リエーションなどの自由トリップは考えない．各地
域に立地する世帯は保有する生産要素（労働，資本）
を提供し，対価として賃金及び資本レントを受け取
る．要素所得から得られた収入により各財を消費す
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る，効用最大化行動をとる．また，労働市場は地域
内で閉じており，資本市場は全地域で閉じていると
仮定する．

(2) 企業行動モデル

s地域に立地する i財生産企業は，中間投入と付加
価値より最終財を生産する．付加価値の生産には資
本と労働，及び旅客トリップという 3つの生産要素
が用いられる．すなわち，当該企業の生産関数は，
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と 表 さ れ る ．こ こ に ，V As
i は

付加価値関数，asij (i, j = 1, · · · , I)は投入係数，asi
は付加価値係数，ϕiは効率パラメータ，δkiは投入要
素 kの i財に関する分配パラメータ，σ1iは i財の生
産に関する代替弾力値である．生産要素として，資
本 (k = 1)，労働 (k = 2)，旅客流動 (k = 3)の 3つ
(K = 3)を考えよう．このとき，各生産投入要素需
要は，以下の費用最小化問題を解くことによって求
めることが出来る．
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ここに，r は資本レント，ws は労働賃金，t は合成
されたトリップ時間，p は合成された交通費用を表
す．規模に関して収穫一定の技術を仮定しているた
め，生産財の価格 P s

i は単位生産量あたりの生産費
用に等しい水準で決定される．

旅客流動に関する生産投入要素 fs
3i は各地域への

旅客流動をCES型関数により合成したもので表され



る．すなわち，
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を解くことによって地域 ss′間の旅客流動需要xss
′
=∑

i x
ss′
i が求められる．ここに，pss

′
, tss

′
はそれぞれ

ss′間の交通費用および交通時間，Ass′
i は目的地選択

に関するシェアパラメータ，σ2iは目的地選択に関す
る代替弾力値である．

(3) 世帯行動モデル

s地域に居住する世帯は，企業に生産要素を提供
し，各企業が生産した財を消費する．すなわち，以
下のような効用最大化行動を設定する．
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ここに，γs1i は家計の最終需要に関するシェアパラ
メータ，ρ1 は家計効用における代替弾力値，dsi は i

財の消費量，Ls, T s,Ksはそれぞれ，s地域内全家計
の総労働時間，総トリップ数，総資本所有量を表す．
この効用最大化問題を解くことにより各財の需要関
数が求められる．

(4) 交通企業

全地域をカバーする交通企業１社を考える．便宜
上，この交通企業は地域 1に立地していると考えよ
う．当該の交通企業は，地域 1内の生産要素を投入
して地域間の全ての旅客流動をカバーする交通サー
ビスを提供する．また，簡単化のため，交通企業は
ゼロ利潤で運営されていると仮定しよう．このとき，
次式が成立する．∑
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ここに f1
2t, f

1
1tはそれぞれ，地域 1において交通企業

が投入する各生産要素の量を表している．

(5) 均衡条件

生産要素に関するバランス式は，∑
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と表される．一方，本モデルにおける企業は，全て
規模に関する収穫一定の技術を仮定しており，企業
は需要と一致する量の生産を行うため，生産された
財に関するバランス式は自動的に満たされる．

3. おわりに

今後，ベトナムにおける産業連関表等のデータを
用いて実証分析を行う予定である．
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